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法第 434 条、第 437 条、第 633 条及び第 634 条を手本にし、パック旅行の特
殊性を考慮した瑕疵担保体系を作り出している。





系の遺物として姿を現わしている」（Staudinger/Staudinger (2016) Voprbem zu § 
§ 651c-g Rn. 9f.参照）との学説の批判も、出ている。それにもかかわらず、
民法第 633 条第２項第１文及び第２文の瑕疵概念に依拠することが、学説に
おいても支持されている（Oetker/Maultzsch, Vertragliche Schuldverhaeltnisse, 
3.Aufl., § 9 Rn. 32f. 参照）。
　他の規定と旅行法上の瑕疵担保法との関係、とりわけ、民法第 275 条以下
の給付障害 Leistungsstoerungの一般法との関係も、新規定により疑問視され







日判決 - Ⅶ ZR 187/85）においてそれに従った、かつ、判例学説において通説

















1082, 1084; MueKoBGB/Tonner, 6. Aufl., § 651c Rn. 125 ff. 参照）、将来も、固く
保持されうる。それゆえ、統一解決（一体的解決）は、さらに特種な法的手





Voprbem zu § § 651c-g Rn. 19）。指令自体は、この点では、第３条第 13 号にお
いて、「契約違反 Vertragswidrigkeit」のカテゴリーのみを定めている。これは、




















か つ、 契 約 上 の 義 務 を 定 め て い る（Oetker/Maultzsch, Vertragliche 
Schuldverhaeltnisse, 3.Aufl., § 9 Rn. 33 参照）。この関連で、現行法の民法第
651c条第1項による保証された性質も重要である（Staudinger/Staudinger (2016) 





（Duisburg簡裁 2004 年５月５日判決 - 3 C 1218/04 ; Koeln簡裁 2008 年３月６
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の予約が問題となる（Hanseatisches OLG Hamburg2008 年８月 14 日判決 - 9 U 
92/08 参照：訳者注：広島法学 38 巻２（2014）28 頁（流氷なし）も参照）。
特別な合意がなくても、旅行説明におけるこの宣伝の場合、旅行者は、流氷
の事実上の存在から出発することが許される（Oetker/Maultzsch, Vertragliche 
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ないことを、法適用者にはっきりさせている（MueKoBGB/Tonner, 6. Aufl., § 






























































の存在から出発するであろう（この意味で、Stuttgart簡裁 1995 年１月 23 日




























提供できないときは（英語法文では、「代わりの手配ができないときは If it is 


















































1 月 31 日判決 - C-12/11 参照）。運送代金補償の支払の場合に異常事態に依拠
する可能性についての欧州司法裁判所の判決（EuGH2013 年 09 月 26 日判決 - 
C-509/11 参照）を考慮しても、鉄道交通の領域における援助給付 Hilfeleistung















































































































れる民法第 346 条第１項及び第 347 条第１項の規定により、利益（用益）
Nutzungenと共に受け取った金銭の契約上の返還請求権が存する（Palandt/












損害が、賠償されるべきである（Palandt/Sprau, 75.Aufl., § 651f Rn. 30, 54 参照）。
それと共に、旅行法上の損害賠償規定の広範な適用範囲の場合に、とりわけ
例えばパック旅行契約の主たる義務としての情報提供義務の評価を展望して





広島法学　41 巻１号（2017 年）－ 120
− 197 −





Staudinger (2016) § 651f  Rn.1 39）。判決においては、既に民法第 284 条の法思
想の散発的な援用が、民法第 651f条第１項の適用の枠内で実証されている
（Bad Homburg簡裁 2009 年５月８日判決 - 2C 2633/08 (20)参照）。一部では、
旅行契約法における民法第 284 条の排除も、原則として疑問視されている
（Stoppel, Der Ersatz frustrierter Aufwendung nach § 284 BGB, Koeln 2003, S.57f.）。
　旅行法上の瑕疵担保責任法の再編成の場合には、体系的な論拠は、請負契
約の手本に従って考慮される。そこでは、無駄になった費用の賠償に関して、










もそれが開らかれる（Staudinger/Emmerich (2014) § 536a Rn. 23ff.; Schmidt-
Futterer/Eisenschmid, 12. Aufl., § 536a Rn. 92ff.; Berlin地裁 2013 年 9 月 27 日判








（MueKoBGB/Tonner, 6. Aufl., § 651f Rn.1, 36 参照）。BGH判決との一致におい
て、指令によって定められた旅行主催者の免責理由は、旅行主催者の帰責事
由の欠缺を根拠づけうる要件事実の閉鎖的列挙と理解されており（BGH2004






































（Tonner, EuZW 2016, 95,98 も同様。請求権の前提については、BGH2005 年１
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問題ではない（Staudinger/Staudinger (2016) § 651h Rn. 56）。
　さらにまた、本規定は、EG規則第 261/2004 号により認められている調整
交付金が、同一の大遅延に基づく減額によるパック旅行代金の一部の払い戻
し請求権に算入されるとする、EG規則第 261/2004 号に関する BGH判決の路




種の義務を、既に現行法は知っている（Palandt/Sprau, 75.Aufl., § 651a Rn. 5 参
照）。
　第１文は、旅行者が回避不能な異常事態により旅行者の帰路運送が不能で
あるとき（第 651k条第４項参照）又は旅行者がその他の理由から困難な状態
にあるときは、旅行主催者は、旅行者に遅滞なく相当な方法で、援助を提供
しなければならないと規定している；この点で、第１号乃至第３号に挙げら
れている事例は、援助の可能な相当な形式に関する説明をなしている。援助
は、第１文第１号乃至第３号の規定により、とりわけ医療サービス、現地当
局及び領事支援に関する適切な情報の提供（第１号）、遠距離通信連絡の確立
113 － ドイツ旅行規定の第３改正法政府草案（各論）の立法理由（髙橋）
− 204 −
の場合の支援（第２号）、及び他の旅行可能性の探索の場合の支援（第３号）
によって行われる。
　第３号を顧慮して、代替給付による瑕疵除去を規定している民法草案第
651k条第３項の規定は、影響を受けないことがはっきりさせられている。瑕
疵除去措置はこの規定の対象ではない。むしろ、ここでは、旅行者が援助を
必要とするときに、他の旅行可能性の探索の場合の一般的な支援が問題とな
る。例えば、外国旅行の際に旅行者がそれ自体予定されたバスでの帰路運送
を許さず航空機による病人輸送を必要とする健康上の問題を抱えたときが、
これであろう。ここでは、旅行主催者は、旅行者を支援することを要求され
よう。
　第２文により、旅行者が援助を必要とする事態を有責に自ら惹起した場合
には、旅行主催者は、その費用の賠償を請求できる。費用は、それが相当で
ありかつ旅行主催者に事実上生じたものであるときにのみ、賠償請求できる。
